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あらまし

　ロッド・ローズ（R.A.W. Rhodes）（以下ローズ。）
は、1997年の著書『Understanding Governance』
において、自己組織的ネットワークを基礎とし
たガバナンス概念を主張している。しかしなが
ら、本稿では、まず、ローズがその概念の例証
に失敗し、かつ、その概念にはそもそも限界が
あることを指摘する。次に、これらの問題点を
解決していくために、ネットワークマネジメン
トという概念を検討する。最後に、その検討結
果から、自己組織的ネットワークではなく、ネッ
トワークマネジメントをガバナンス概念の基礎
とした、「ネットワークマネジメントとしての
ガバナンス」を提示する。

₁．はじめに

　 ロ ー ズ は、1997年 の 著 書『Understanding 

Governance』において、次のように述べている。
「この書は、ウエストミンスターモデルへの代
替案を提示する。つまり、強い政府、議会主権、
野党第一党、大臣責任制を、分割された執行部、
政策ネットワーク、ガバナンス、そして空洞化
へと変えていくのである」1。こうした大胆な挑
戦を託されたローズの「ガバナンス」という考
え方は、様々なところで引用され、また、批判
されてきた2。
　本稿もそうしたローズのガバナンス論を批判

的に検討していく。まず、第２章において、２
つの批判を行う。１つは、ローズ自ら作り上げ
たガバナンスの概念・理念型とイギリスの実態
の混同であり、もう１つは、本稿が最も重要視
する、ローズの「自己組織的なネットワークと
いうガバナンス」の問題点についてである。そ
して、この問題点については、第３章において、

「ネットワークマネジメント」という概念を用
いながら、その解決法を検討する。いずれの議
論 を 始 め る に せ よ、 ま ず は ロ ー ズ が

『Understanding Governance』において何を主張
しているのかを確認しておかなければならな
い。

₂．�ロッド・ローズのガバナンス論の批判
的検討

　
₂.₁　ローズのガバナンス概念・理念型
　
　 ロ ー ズ は、1997年 の 著 書『Understanding 

Governance』において、本題のガバナンスを説
明していく前に、「政策ネットワークを1990年
代の新たな統治構造を記述し分析するための前
提として位置づけている」3と述べている。つま
り、従来から研究の枠組みとしてきた政策ネッ
トワークを用いて、新たに生じてきた統治構造
としてのガバナンスを明らかにしていくという
のである。
　そこで、従来の「政策ネットワーク」の特徴
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 1  R.A.W. Rhodes, Understanding Governance: Policy Networks, Governance, Reflexivity and Accountability, Open University Press. 1997. p.7
 2   例えば、マクアヌラは、ローズのいうような分散化ではなく集権化によってイギリス政府は強力になってきているのであり、ロー

ズはイギリスの実態を誤解していると主張している(S. McAnulla, British Politics, Continuum, 2006, chap.2.)
 3   R.A.W. Rhodes, 1997, op.cit. p.45
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とは何かというと、次のように説明されている。
「政策ネットワークの伝統的な説明は、『民衆を
シャットアウトして政治責任を放棄し、特権的
な寡頭支配を作り上げ、ゲームのルールやアク
セスは利害を重んじることで保守的』という私
的な政府の事例を取り扱うもの」4である。それ
ゆえ、政策ネットワーク分析とは、「いかにネッ
トワークが政策プロセスへの参加を制限し、政
策課題に上げるイシューを選別し、ゲームの
ルールによってアクターを行動させ、特定の利
害を特別扱いし、公的なアカウンタビリティー
よりも私的な政府を選んでいるのかということ
に着目するもの」5である6。いわゆる、政官業
の密接な関係や構造の解明である。であるから、
上記のローズの方針に従うならば、ガバナンス
の基礎には、こうした政策ネットワークの特徴
が取り入れられているはずである。
　それでは、次に、ローズはガバナンスの定義
について、すでに様々なものが存在しているこ
とを認めながらも、このように述べている。「ガ
バナンスは多くの意味を持っているが、１つの
意味を規定し、またそれが、いかにイギリス政
府の変化の分析に貢献するかを示すことによっ
てガバナンスの概念は活かされるだろう。つま
り、ガバナンスとは自己組織的な組織間ネット
ワークのことをいうのである」7。これが、ロー
ズが著書の中で取り上げるガバナンスの定義や
意味である。そのガバナンスは次のような特徴
を持っているという8。
　（１） 組織間の相互依存関係。ガバナンスは

ガバメントよりも広い意味をもってお
り、非国家的アクターも含んでいる。
国家の領域が変わるということは、公
共、民間、ボランティアセクターの領
域が変化し曖昧になっているというこ
とである。

　（２） ネットワークメンバー間の継続した相
互作用。資源交換と共通目標の交渉の

必要性から生ずる。
　（３） ゲーム的な相互作用。信頼に根ざし、ネッ

トワーク参加者の交渉と同意のある
ゲームルールによって規定される。

　（４） 国家からの大きな自律。ネットワーク
は国家に説明責任がなく、ネットワー
クは自己組織的である。国家は統治者
としての地位を占めてはいないが、ネッ
トワークを間接的かつ不完全にステア
している。

　ローズはこの「自己組織的」という意味につ
いて、「ネットワークは自律的であり、また、
自己統治的である。（中略）つまり、統合され
たネットワークは政府のステアリングに抵抗
し、自らの政策を発展させ、自分たちの環境を
作り上げる」9ことであると説明している。
　さて、このように、ローズは「ガバナンスと
は自己組織的な組織間ネットワークのことであ
る」と主張しているが、それならば、従来型の「政
策ネットワーク」と「自己組織的ネットワーク」
の両者の特徴にどのような相違があるだろう
か。両者とも官・民のつながりやそれらの間の
資源交換やゲーム性に着目する点に変わりはな
い。この点においては、ローズが述べたように
政策ネットワークの特徴が生かされているとも
いえる。しかし、上記（４）にあるように、ネッ
トワークが国家ないし政府に対して対抗的な性
格を有しているという点で大きく異なってい
る。つまり、後者は、前者とは違い、自律的・
自己組織的であるために政府に抵抗するという
特徴のあるネットワークである。結局のところ、
この自己組織的ネットワークというのは、従来
の政策ネットワークの特徴に政府への抵抗性を
付け加えられ、ガバナンス論用に新たに仕立て
られたネットワーク概念といえるだろう。
　以上の内容は、『Understanding Governance』
の「理論編」10に位置づけられており、ローズ

 4   Ibid., p.58
 5   R.A.W. Rhodes, 2007, Understanding Governance: ten years on, Organization Studies, 28(08), 2007, p.1251.
 6   このエッセンスは、イギリスの農業に関する、農水省と農業ユニオンによる閉鎖的な政策ネットワーク（分類的には政策コミュ

ニティー）の事例研究にも表れている。M. Smith, ‘The Agricultural Policy Community: Maintaining a Closed Relationship’, Policy 

Networks in British Government, Clarendon Press. 1992.
 7   R.A.W. Rhodes, 1997, op.cit. p.53
 8   Ibid., p.53
 9   Ibid., p.52
10   Ibid., pp.26－53
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流に定義されたガバナンスの「概念(concept)」11

の中心を構成している。後年の著書から言うな
らば、ローズはガバナンスの「理念型(ideal 

type)」12を作り上げたということである。ロー
ズは、この概念・理念型をどのように利用して
いくかについて、次のように述べている。「ど
のような新しい定義も1990年代のイギリス政府
の変化を理解することに貢献できるかどうかの
テストが必要である。以下におけるイギリス政
府の変化の分析は、ネットワークを統治構造―
つまり市場とヒエラルキーへの代替案―として
取り扱っていく」13。つまり、ガバナンスの概念・
理念型を新たな統治構造として考え、それがイ
ギリス政府の分析に貢献できることを「理論編」
に続く「応用編」で例証していくというのがロー
ズの次の考察である。

₂.₂　�問題点１　概念・理念型と実態と
の混同

　
　ローズが考察したイギリスの政治・行政の実
態に関する記述については、次の２つのパター
ンにまとめることができるだろう。
　まず、１つ目のパターンはこうである。
　「中央政府は、サービス供給システムを分散
化させた。政府は直接的コントロールを失う代
わりに、資源へのコントロールを強化した。分
権化したサービス供給は、財政的コントロール
の集権化とともに進められた」14。つまり、政
府はエージェンシー化やサービスの分散化を進
める一方で、「規制と監査組織を強化し」15、「全
体支出の管理を強め」16たのである。ローズは
この状況を、中央政府は「少ない対象に多くの
コントロールを(more control over less)」行って

いるのだと指摘している。中央政府の「関与、
集権化、マネゼリアリズムの傾向は顕著であり、
最小限の国家とは非常に活動的なもの」17であ
るとも述べている。中央政府は国内への政策に
関して、「ネットワークの活動に限界や制限を
設けることができるし、依然として公共サービ
スに支出している」18。また、国外への対応に
ついても、「イギリス政府は、EUからの地域化
という圧力に対しても、『門番(gatekeeper)』と
しての役割を果たすことができる」19と論じて
いる。
　しかしながら、上記のように論じると同時に、
次のようなパターンにもまとめられるローズの
記述がある。
　「イギリスにおける政策ネットワークは1979

年以降変化した。中央省庁（またはその部署）
を基礎とした専門的な政策ネットワークはより
多くのアクターを、もっとも特徴的なのは、民
間とボランタリーセクターのアクターを取り込
んで拡大した。制度的な分化と制度的な多元化20

はイギリス政府に特徴的なものになった」21。
このようにして生じた分散化は、「新たなネッ
トワークを生み出すだけでなく、既存のネット
ワークのメンバーをも増加させた。そのような
流れは政府のステアリングをより困難にさせ、
統合のメカニズムも多様化させた」22。このよ
うな状況下において、「中央省庁はもはやネッ
トワークに不可欠な主体ではない。政府はネッ
トワークの活動に限界や制限を設けることがで
きるし、依然として公共サービスに支出してい
る。しかし、政府は万能のネットワークへの依
存を深めてきているのである。国家とは、ステ
アや統制を行う絶対的な統治主体のいない政府
的及び社会的アクターからなる組織間ネット
ワークの集合となっているのである」23。「要す

11  Ibid., p.52.
12   Rhodes, R.A.W. Governance and Public Administration, Debating Governance: Authority, Steering, and Democracy, Oxford University Press. 

2000, p.66.及びM. Bevir, and R.A.W. Rhodes, Interpreting British Governance, Routledge, 2003, p.68.
13  R.A.W. Rhodes, 1997, op.cit. p.53.
14  Ibid.,. p.16.
15  Ibid., p.91.
16  Ibid., p.92.
17  Ibid., p.89.
18  Ibid, p.57.
19  Ibid., p.159.
20   具体的には、1980年代と1990年代にイギリス政府がサービスデリバリーシステムを分散化させたことを指す。これがネットワー

クを多様化させた理由であるという。
21  Ibid., p.57.
22  Ibid., p.45.
23  Ibid., p.57.
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るに、内部的空洞化（例えば制度的分散化）と
外部的空洞化（例えば、グローバル化）が中央
のステア能力を蝕んでいるのである」24。こう
して、「ネットワークが一般的なものとなる一
方で、ガバナンスは想定外の、前触れのない統
治構造として出現したのである」25。「ネットワー
クは自己組織的であって、中央の指図に抵抗す
るために、自己組織的ネットワークというガバ
ナンスは政府の統治能力への挑戦である。ネッ
トワークは政府なき統治の最良の例に位置づけ
られるのである」26。「ガバナンスとは政府なき
統治(governing without government)であって、究
極的には、関与しない政府(hands-off government)

なのである」27。

₂.₃　考察１
　
　上記の２パターンの主張は、ローズの例証の
結果を曖昧にさせている。つまり、イギリスの
中央政府の活動が、増大してきた自己組織的な
ネットワークによって妨げられているのか、そ
うであるならば、それはどのようなイギリスの
現象を見ればわかるのか？そういった当然追及
されるべき因果の説明が曖昧なのである。
　２つのパターンの特徴として、１つ目はイギ
リスの実態にだけ言及しているパターンであ
る。２つ目は実態と自己組織的なネットワーク
の特徴（及びそれから類推される特徴）を併記
しているパターンである。曖昧さの原因は後者
にある。なぜならば、ローズはイギリスの実態
に関する記述と自分のガバナンスの概念・理念
型の特徴に関する記述を混在させている28から
である。言い換えれば、どこまでが実態でどこ
からが概念なのか区別できなくなっているので
ある。
　両者を明示的に峻別せず、混在させることは
果たして公正な論証であろうか。もっとも、こ

の点を指摘するならば、そもそも理念型と実態
はどのような関係にあるのかについて確認して
おかなければならない。
　マックス・ヴェーバーの言葉を借りれば、い
わゆる「理念型は、ひとつの思想像であって、
この思想像は、そのまま歴史的実在である

0 0 0

ので
もなければ、まして「本来の」実在である

0 0 0

わけ
でもなく、いわんや実在が類例

0 0

として編入
0

され
るべき、ひとつの図式として役立つものでもな
い。理念型はむしろ、純然たる理想上の極限

0 0

概
念であることに意義のあるものであり、われわ
れは、この極限概念を規準として、実在を測定

0 0

し
0

、比較し
0 0 0

、よってもって、実在の経験的内容
のうち、特定の意義ある構成部分を、明瞭に浮
き彫りにする」29のである。つまり、ローズは、
理念型（政府にも抵抗するような自己組織的
ネットワークというガバナンス）を規準として、
現実を測定し、比較し、現実を浮き彫りにする
というよりもむしろ、それをあたかも本来の現
実のように取り扱っているのである。では、な
ぜこのようなことになっているのだろうか。
　このことに関連して、興味深いことに、後年
の著書でローズは次のように述べている。「自
己組織的な組織間ネットワークというガバナン
スは、新しい定義であり、その主なテストを
1990年代のイギリス政府の変化を理解すること
に求めた。事実上、私はネットワークを所与の
事実として取り扱い、理念型を用い、イギリス
政府に起こった変化とその理念型を比較した。
どの政策ネットワークもそのサービス供給シス
テムもその理念型に正確に一致しないと知って
いながら」30。加えて、別の著書においても同
様に、「政策ネットワークは１つの理念型と考え
ることができ、その理念型のいくつかの特徴を
政府の実際の変化と比較しても、それらすべて
の特徴を説明するような政策ネットワークはな
い」31と述べている。また、さらに後年の論文
においては、「私は大げさな修辞表現を用いた罪

24   Ibid., p.133.
25   Ibid., p.45.
26   Ibid., p.59.
27   Ibid,. p.110.
28   例えば、上記「政府はネットワークの活動に限界や制限を設けることができるし、依然として公共サービスに支出している。

しかし、政府は万能のネットワークへの依存を深めてきているのである。国家とは、ステアや統制を行う絶対的な統治主体の
いない政府的及び社会的アクターからなる組織間ネットワークの集合となっているのである」という部分など。

29   M. Weber, Die “Objektivität” Sozialwissenschaftlicher und Sozialpolitischer Erkenntnis, 1904. （富永祐治・立野保男訳、折原浩補訳、『社
会科科学と社会政策にかかわる認識の「客観性」』、岩波文庫、2005年、第９版、119ページ。）

30   R.A.W. Rhodes, 2000, op.cit., p.66.
31   M. Bevir, and R.A.W. Rhodes, 2003, op.cit., p.68.
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を認めている。しかし、『ガバメントからガバナ
ンスへ』、『国家の空洞化』、『意図せざる結果の
法則』、『分化した政治体制』といったフレーズ
が気に入っているのである」32と述べている。
　これらを考え併せると、1997年当時において、
ローズは上記のことを知っていながらも、目的33

を達成せんがため、意図的にこうした混同や誇
張を行ったのだろうということが考えられる。
結局、筆者の上記の批判とこれらローズの「自
白」からわかることは、ローズは、誇張した修
辞表現34を用いて「ガバナンス」を世に印象付
けることに成功したかもしれないが、自らが定
義した自己組織的なネットワークというガバナ
ンスをイギリスにおいて例証することには失敗
したということである。

₂.₄　�問題点２　自己組織的ネットワー
クが抱える問題

　ここからは、その自己組織的ネットワーク自
体が内に抱える問題点を指摘し、その代替案の
立脚点を検討する。
　ジョン・ピエールとガイ・ピータース(Jon 

Pierre and Guy Peters)のガバナンス論は、上記の
ようなローズのガバナンスへのアプローチ35と
は異なり、「国家中心の(state-centric)ガバナンス」
を主張している。彼らが国家中心のガバナンス
を考える最大の理由は、ローズとは違って、国
家の政治的及び制度的役割や機能を重視するた
めである。例えば、彼らにとって、国家とは依
然として重要な目標設定の構造(goal-setting 

structure)であると同時に、集合利益の具現者と
して、また、その促進者としての存在価値を有
している主体なのである36。

　また、彼らは、ローズのネットワーク的なガ
バナンスに対しても、次のように批判している。

「ネットワークはうまく協力し、集結して国家
権力に反抗し、また、これに挑戦しようとする
といわれている。（中略）このようにして「ニュー
ガバナンス」におけるネットワークは、公共政
策であることを考慮せずに、参加しているアク
ターの選好によって政策部門を規定し、調整し
ている。公共政策はより大きな集合利益よりも
ネットワーク内の自己参照的なアクターの利益
によって形成されるようになっているのであ
る。（中略）このようにして、ガバメントから
ガバナンスの発展―公式な法的権力への信頼の
低下―は明らかに政策ネットワークの地位を高
めてきたのである」37。
　彼らのこのような批判の根底にあるものとし
て 注 目 す べ き は、 誰 が 集 合 利 益(collective 

interest)の実現を担うのかということである。政
府の役割が著しく低下しているローズのガバナ
ンス概念・理念型においては、このことは取り
扱われないか、それとも、政府ではなく自己組
織的なネットワーク（または政策ネットワーク）
がこれを担う立場にあると考えられる。仮に、
自己組織的なネットワークが担うとするなら
ば、それは政府にさえ抵抗する存在であるから、
個々のネットワークがもつ利益は表出されて
も、ネットワーク外のメンバーの利益や公共の
利益が表出される保障はどこにもない38。それ
どころか、ネットワークに自律性、自己組織性、
オートポイエシス39という特徴を付与している
ことから推測すると、ネットワークの内部

4 4

で生
じる利害やコンフリクトは自動的かつ適切に調
整する40というのであろうが、ネットワークは
外部
4 4

のメンバーやネットワークを取り込んで調
整するほどオープンな性質であるとは最初から

32  R.A.W. Rhodes, 2007, op.cit., p.1258.
33  本稿第１章参照。
34   しかしながら、ローズは著書の最後で、「分化した政治体制におけるガバメントからガバナンスへの移行とは、私が好むナラティ

ブである」と述べている。ナラティブという言葉などを用いたローズのガバナンス論はここで論じているようなガバナンスと
は全くの別物であり、また、より複雑なものであるため、別稿にて考察することとしたい。

35   ローズのガバナンス論を「社会中心アプローチ」、ピエールとピータースのガバナンス論を「国家中心アプローチ」とする場合
もある（堀雅晴「ガバナンス論争の新展開―学説・概念・類型・論点」『グローバル化と現代国家―国家・社会・人権論の課題』、
御茶の水書房、2002年。西岡晋「パブリック・ガバナンス論の系譜」『公私領域のガバナンス』東海大学出版会、2006年。）。

36  Jon Pierre and Guy Peters, 2000, op.cit., p.25., p.68.
37  Ibid., p.20.
38  R.A.W. Rhodes, 2000, op.cit., p.81.
39  R.A.W. Rhodes, 1997, op.cit., pp.50－52.
40  Ibid., pp.50－51.
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想定されていない41。それゆえに、ローズのガ
バナンスの基礎を成す自己組織的なネットワー
ク概念に対して、「誰かに導かれることのない
ネットワーク内の相互作用から何かが生じると
しても、それがいかにして生じるのかは明らか
ではないし、きっと自己組織化と自己調整能力
を過信しすぎているのではないか」42という批
判が当然向けられるのである。
　すでに2.1で指摘したように、自己組織的ネッ
トワークとは、従来の政策ネットワークの特徴
に政府への抵抗性を付け加えられ、ガバナンス
論用に新たに仕立てられた、ある意味特殊な
ネットワーク概念である。いま、自己組織的ネッ
トワークを批判するならば、その根拠となって
いる政策ネットワーク自体に向けられる批判や
問題点も確認しておかなければならないだろ
う。ここで取り上げるものは以下の２点である
が、注目すべきは、自己組織的ネットワークに
対する批判と同様の批判が向けられていること
である。
　
　（１） 政策ネットワークはそもそも自らを鉄

の三角形に変えたり、特定の利益を守っ
たりすることがあることに加え、公的
アクターも他のアクターと同様に考え
られているため、公共の利益の実現や
保護を目指す行政活動とは相反する結
果を生むことがあること43。

　（２） 政策ネットワークは、そもそも１つの「政
策」をとりまく合意ある

4 4 4 4

ネットワーク
を想定し、そこには調停を通じて目的
や合意を得ていくという「マネジメン
ト」の視点が見当らないこと44。

₂.₅　考察２

　上記の議論から明らかになったことは、ロー
ズがいう自己組織的ネットワークは、自己の利

益の追求のために活動し、公共の利益の実現や
保護は考えず、内部の自動的な調整能力を過信
しているということである。また、その根拠と
なっている政策ネットワークも同様の批判を受
けている。ということは、ローズの自己組織的
ネットワークの問題点を解決する手掛かりとし
て、政策ネットワークの上記問題点を乗り越え
ようとした、たとえば、政策ネットワークにお
ける調整や合意形成のあり方に着目した研究が
あるのならば、多いに参考になると考えられる。
　ゆえに、いま、探求していかなければならな
いのは、上記2.4で議論したように、ネットワー
クには意識的な調整機能や「マネジメント」が
必要だという点を重視するネットワーク論45で
ある。そして、ネットワークの内にこれらの存
在が認められるならば、ネットワークがあらた
めてガバナンス概念の基礎として位置づけられ
る可能性があるということである。では、一体
どのようなネットワーク論がこの要求に合致す
るのだろうか。可能性を持った議論として、以
下において、ネットワークのマネジメントとは
何か、ネットワークの活動をいかに改善するの
かを主たる関心に置くネットワークマネジメン
ト論を取り上げ、検討を進めていく。

₃　�自己組織的ネットワークからネット
ワークマネジメントへ

 

₃.₁　ネットワーク管理

　ネットワークマネジメントについては、ネッ
トワーク管理という言葉で、すでに国内でもい
くつかの研究業績がある。真山は次のように述
べている。
　「政策実施ネットワークにおける組織自体や
組織の管理者は、組織メンバーの行動が組織の
規準から外れないようにコントロールしようと
する。伝統的な組織管理や行政管理の理論では、

41  R.A.W. Rhodes, 2000, op.cit., p.81.
42   G. Peters, Governance and Comparative Politics, Debating Governance: Authority, Steering, and Democracy, Oxford University Press. 2000. 

p.45.
43   Jan-Erik Lane, The Public Sector, Sage Publication. 1995. Bruijn and Ringeling, Normative Notes: Perspectives on Networks, Managing 

Complex Networks Strategies for the Public Sector, Sage Publication. 1997. Klijn and Koppenjan, op.cit.,を参照。
44   M, S. Mingus, From Subnet to Supranet, Getting Results Through Collaboration: Networks and Network Structures for Public Policy and 

Management. ed. By M, P. Mandell, Quorum Books. 2001.を参照。
45   ここでの「ネットワーク論」という言葉は、世のあらゆるネットワーク論という広範囲なものを指すのではなく、公共政策に

関してネットワーク的観点を用いている議論を指している（第３章参照）。
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この点に重点があったが、組織関係ないしネッ
トワークにおける管理はさらに進んで、ネット
ワークを組み立てたり、環境変動に応じて適正
な状態でネットワークを維持することを含むよ
うになってきている」46。
　また、真山によれば、管理者はネットワーク
管理上の問題点の解決に携わっているという。
その問題点と解決について次のように述べられ
ている。「第一は、ネットワーク・メンバーの
目的や概念における不一致である。（中略）メ
ンバー間に価値の共有を生み出し、まず、ネッ
トワーク全体としての全体目的(megagoal)に同
意を取り付け、次に手段についての合意をえる
というプロセスが必要となる」こと、「第二は、
資源調達の問題である。（中略）どれだけの資
源を調達しうるかというのが、ネットワーク管
理上の重要な能力」であり、「第三は、社会的、
政治的環境の問題である。（中略）ネットワー
ク内外からの支持を調達する必要がある。支持
の調達活動は、ネットワークのメンバー間に相
互の尊重と協力を生み出すが、反面でコンフリ
クトの原因となる（中略）したがって、ネット
ワーク管理においては、コンフリクトを避ける
という消極的な態度ではなく、コンフリクトの
形態を正しく認識してそれを積極的に活用して
相互の妥協点を見つけだすというアプローチが
必要」なのである。
　原田もネットワーク管理について、次のよう
に述べている。
　「ネットワークには、問題解決に向けたアク
ター間の協働が欠落しがち」である。「こうし
た状況をさけるべく、行政官僚制は、政策過程
における公私のアクターが問題解決に向けて協
働するよう、その相互交渉のありかたを制御し
なければならない。つまり、ネットワーク管理
の要諦とは、アクターの相互依存関係を適正に
制御し、これにより政策過程における協働関係
をいかに創出すべきなのかである」47。
　木原も、次のようにまとめている。
　政策ネットワークが運営されていく段階にな
ると、「『政策決定機関』や政策ネットワーク内

の中核的アクターは、相互に深く依存し合って
いる状態―つまり、アクター、あるいは政府機
関単独ではできないことをネットワークとして行
うことによって初めてできるという状態―を明確
に認識し、ネットワークの維持や発展に強い関心
を持つようになる。また共通の価値や問題認識を
共有し、ネットワークの円滑な運営からアクター
全員が利益を受けるという共通の認識をもつこと
により、相互の譲歩もより容易になり、政策アウ
トカムは取引と言うよりは、交渉の結果生まれ
る協働的決定の産物となる。」48とマインツの主
張を引用しながら主張している。
　このように、日本においても、ネットワーク
管理という概念や「アクター間の調整機能」は
研究されてきた。しかしながら、本稿において
は、キッカート、クライン、コッペンヤン（以
下キッカートら）のネットワークマネジメント
論を主として取り上げる。なぜならば、ローズ
は、キッカートらのネットワークマネジメント
を取り上げながら、その研究は行政研究者の主
流かもしれないが、「分化した政治体制におい
て、中央のステアリングのための万能の解決方
法ではない」49と批判しているからである。し
かし、キッカートらは、ネットワークマネジメ
ントは中央のステアリングのためだけに存在し
ていると主張しているのではない。むしろ、公
的なアクターのみならず他のアクターもマネジ
メントを行っていく必要性を主張しているので
ある。このことについては、以下で考察していく。
 

₃.₂　�キッカート、クライン、コッペン
ヤンのネットワークマネジメント

₃.₂.₁　�ネットワークの性質及びネット
ワークマネジメントとは

　
　まず、キッカートらが想定しているネット
ワークの一般的な性質とは表１のようなもので
あり、集合的行動に向けてのマネジメントを基
礎に持つ点で特徴的である50。また、キッカー

46  真山達志「政策実施過程とネットワーク管理」『法学新報』第100巻、1994年、181－201ページ。
47   原田久「政策・制度・管理」『季刊行政管理研究』No.81、行政管理研究センター、1998年、23－30ページ。
48   木原佳奈子「政策ネットワーク分析の枠組み」『アドミニストレーション』第２巻３号（熊本県立大学）、1995年、１－37ページ。
49   R.A.W. Rhodes, 2000, op.cit., p.75.
50   Kickert, Klijn and Koppenjan, ‘Introduction: A Management Perspective on Policy Networks’ in Kickert, Klijn and Koppenjan (eds), 

Managing Complex Networks Strategies for the Public Sector, Sage Publication, 1997, p.10.
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トらによれば、ネットワークマネジメントとは、
「ある組織間関係の中で、問題に取り組むため
の多様な目的や野心を持ったアクターの行動の
相互調整を促進しようとするもの」51である。
また、「既存の組織間関係の枠組みにおける政
策の尺度や特定の問題に関して異なる目標を持
つアクターが有する戦略のコーディネーション
であり（中略）、複雑なネットワークのプロセ
スをマネイジする方法」52であると定義されて
いる。つまり、ネットワークマネジメントは、
様々な目標や考えを持つアクター間の相互調整
作用として機能し、「協働(cooperation, joint 

action)」53を生み出そうとするのである。それゆ
えに、「ネットワークマネジメントは、強制的

な解決法ではなく、アクターが協力して解決に
至るための方法」54として重要な位置を占める
のである。キッカートらによるこれらの主張は、
基本的に、上記の真山らが明らかにしたことと
同じである。
　では、その協力や協働を進めるためのネット
ワークマネジメントの具体的な手法は、キッ
カートらによると、次の２つに分類される55。
　・ ネットワーク内の相互作用をマネイジする

こと。つまり、ゲームマネジメント(game 

management)と呼ばれるもの。
　・ ネットワークを作る制度的構成(institutional 

arrangements)を構築したり変化させたりす
ること。つまりネットワーク構築(network 

分析の対象 アクターのネットワーク

視点 アクター間の相互作用

関係性の特徴 相互依存

政策過程の特徴 情報、目標、資源が交換される相互作用のプロセス

成功の基準 集合的行動の実現

失敗の原因 集合的行動へのインセンティブの欠如や妨害物の存在

統治への提案 政策ネットワークのマネジメント。アクターが相互に作用する状況の改善

ゲームマネジメント

・特定の問題やイシューに取り組むためのネットワークの活性化
・相互作用を支援するための一時的な組織的アレンジ
・ 解決法、問題、パーティーを結びつけること共同行動のための好ましい状況

を促進する
・コンフリクトマネジメント（調停、裁定）

ネットワーク構築

・公式な政策へ影響を与える
・相互関係に影響を与える
・価値、基準、認識に影響を与える
・新たな提携の導入
・不確定要素のマネジメント

表１　ネットワークの考え方

（出典　Kickert, Klijn and Koppenjan, op.cit. p.10.）

表２　ネットワークマネジメントの戦略

（出典　Kickert and Koppenjan, op.cit. p.53.一部筆者改編）

51   Kickert and Koppenjan, ‘Public Management and Network Management’ in Kickert, Klijn and Koppenjan (eds), Managing Complex 

Networks Strategies for the Public Sector, Sage Publication, 1997, p.44.
52   Kickert, Klijn, and Koppenjan.  ‘Managing Networks in the Public Sector: findings and Reflections’, in Kickert, Klijn and Koppenjan (eds), 

Managing Complex Networks Strategies for the Public Sector, Sage Publication. 1997, p.167.
53   Kickert and Koppenjan, op.cit., p.41.
54   Ibid., p.43.
55   Ibid., pp.47－52.
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structuring)と呼ばれるもの。
　加えて、これらの分類にはそれぞれ表２のよ
うな手法がある56。
　

₃.₂.₂　ネットワークマネージャーの存在
　
　これらの戦略的な手法を用いて、ネットワー
クのアウトカムをより確実なものにするために
は、アクター間の相互調整だけでは達成しきれ
ない複雑な調整に関する部分、つまり、上記の
ゲームマネジメントにおける調停や裁定の確実
性を高め、ネットワーク構築に大きく関わり、
また、各手法の質を高めたり、各手法の実践上
での不備を補ったりする行動する特定のアク
ターの存在が必要である。それはつまり、ネッ
トワークマネージャーと言われる存在である。
　ネットワークマネージャーは、ネットワーク
内の戦略的な情報やノウハウを参加アクターに
提供し、よりよい政策形成のためには、ネット
ワークの構図を理解してアクター間の相互依存
関係を考慮したマネジメントの技術がある57ア
クターのことである。しかし、ネットワークマ
ネージャーが自らの意思を他のアクターに示す
ときに、最も重要になるのが、ネットワーク内
の他のアクターがネットワークマネージャーに
正当性を認めているかどうかである58。よって、
そのネットワークの戦略に適して、他のアク
ターから正当性を認められたアクターがネット
ワークマネージャーになることが通常想定され
る。
　もちろん、ネットワークマネージャーとして、
常に政府組織が適しているというわけではな
い。政府組織は無条件にその役割に適合するの
ではなく、むしろ、ネットワークマネージャー
とは関係ない場合もあるということを忘れては
ならない。ただ、そうは言っても、ネットワー
クに政府組織が存在する場合、それが取る行動
には以下のものが考えられる59。
　・ 政府組織はネットワークのプロセスに加わ

るのを控える。
　・ 「パーティーの中のひとつのパーティー」

としてネットワークに参加する。
　・ 「特別なパーティー」としてネットワーク

内の他のアクターに解決法を押し付けよう
とする。（ただし、どれほど実現可能であ
るかは不明。）

　・ ネットワークマネージャーの役割を引き受
ける。

　ネットワークマネージャーは、基本的にはど
のアクターにも当てはまる可能性がある。しか
し、政府がそれを担う場合もありうる。ネット
ワークに政府組織が加わる場合に求められる役
割についてもう少し考察を進めておこう。

₃.₂.₃　ネットワークにおける政府組織
　
　キッカートらは、ネットワークにおける政府
組織の存在について、それが他のアクターとは
違う立場にあることに着目しつつ、次のように
述べている。「公的組織は、表出していない利
益や表出の少ないグループが保護されることを
保障する明確な地位にいる。これに関する限り、
政府は他のパーティーよりもネットワークマ
ネージャーの役割を担うのに、かなり適した候
補者だろう。（中略）この役割は常に公的組織
に適したものというわけではなく、公的組織は
常にその役割を担う力量があるわけでもない
が、一般的にいって、公的組織は政策ネットワー
クの機能に関する多くの不都合な点を減らし、
また、取り除くのにも極めて適しているため、
公的組織がこの役割を担うことは不可欠である
と認められてきている」60。
　結局のところ、上記の議論の核心は次のよう
なものである。ネットワークマネージャーには、
政府組織とは限らず、戦略に適したアクターが
選ばれるが、政府組織がネットワークマネー
ジャーを担う場合、本稿第２章でも挙げた、政

56   Ibid., p.53.
57   Ibid., p.58.
58   Ibid., p.58. 及び真山達志「自治体の変容と公共政策」同志社大学大学院総合科学研究科編『総合政策科学入門［第２版］』成文堂、

2005年、82ページ。
59  Ibid., p.57.  また、政府が問題解決に加わる可能性については、森田朗『現代の行政』放送大学教育振興会2000年と岩崎美紀子「新

しい自治体のイメージ」『講座　新しい自治体の設計Ⅰ　分権と自治のデザイン』有斐閣、2003年、248－255ページの指摘も参照。
60  Ibid., pp.59-61.
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策ネットワークの問題点の１つであった公共利
益の表出の欠落という問題点を補うことができ
るということである。
 

₃.₃　�プロヴァンとミルワードのネット
ワークマネジメント

 

　キッカートら同様に、ネットワーク内での特
別な役割の必要性を論じている研究者がいる。
プロヴァンとミルワード(Provan and Milward)で
ある61。プロヴァンらは、次のように説明して
いる。
　「公共サービスの効果的な集合は非公式的に
発展するかもしれないが、その適正な集合を決
定 す る の は、 ほ と ん ど がNAO (network 

administrative organizationネットワーク管理組織)

である。なぜならば、NAOはネットワークに出
資し、エージェンシー（サービス提供者）には
クライアント（納税者、住民、受益者など）に
対応するための正当性を与えているからであ
る。このようにして、NAOは必要なサービスが
提供されるのを保障することで、コミュニ
ティー（クライアントの集まり）のエージェン
シーとして、そしてネットワーク参加者をモニ
タリングし、コーディネートし、その活動に出
資することで、ネットワーク参加者のプリンシ
パルとしても行動するのである」62。
　そして、特に重要なNAOの正当性の論理的な
根拠について次のように述べている。「媒介者
(broker)やエージェンシーの中核(core agency)と
いうNAOの役割は、ネットワークの成功にとっ
て決定的なものである。サービス提供者が直接
出資を受ける場合は、サービスの重複を申し出
たり、できるだけ出資を得ようと先んじて競い
合ったりするインセンティブが存在するが、
個々のネットワークメンバーを犠牲にしてでも
ネットワーク全体の有効性を最大化するように
資源を配分することこそNAOの役割である」63。
　上記のことから、プロヴァンらが明らかにし

たのは、ネットワークにはNAOというアクター
が必要であり、それは政策実施ネットワークに
おいて税を用いたサービス提供者の活動に正当
性を与えつつも、ネットワークの中核であるゆ
えにネットワークメンバーのプリンシパル（依
頼主）として行動し、個々のネットワークメン
バーを犠牲にしてでもネットワーク全体の有効
性を最大化することで、納税者、住民、受益者
などに対してネットワークの正当性を確保しな
ければならないということである。
 

₃.₄　�ネットワークの構造とアクター・１ネット
ワーク・ネットワーク間レベルでのネット
ワークマネジメント

　上記のキッカートらとプロヴァンらによる議
論から次のことが明らかになった。
　（１） 戦略に応じて、かつ、他のアクターか

らの正当性を認められて、どのアクター
でもネットワークマネージャーとなり
うること。

　（２） 政府組織は、表出していない利益や表
出の少ないグループが保護されること
を保障する明確な立場にあること。

　（３） 個々のアクターやネットワークの利益
を犠牲にしてでもネットワーク全体の
有効性や正当性のために働くアクター
が必要であること。

　これらの要点を互いに結び付けるために、
ネットワークの構造を考えてみたい。つまり、
個々のアクター、１つのネットワーク、複数の
ネットワーク間の３者の関係性を明示するので
ある。そこで筆者は、本稿において、まず図１
のようなネットワーク構造64を想定する。この
ネットワーク構造の概念図は、ある１つのネッ
トワークは、実のところ、それは１つのアクター
を介して他のネットワークと繋がっていること
を表現している。ネットワークはそれぞれ広範

61   以下の議論は、Provan and Milward, ‘Do Networks Really Work? A Framework for Evaluating Public-Sector Organizational Networks’, 
Public Administration Review, vol.61, 2001.を参照した。

62   Ibid., p.418.
63   Ibid., p.419.
64   Koppenjan and Klijn. Managing Uncertainties in Networks. Routledge. p.68. and p.88. 2004.参照。また、アグラノフらは、アメリカの

公共分野において、政府はハブの役割を担っていると主張している(Agranoff and McGuire. Collaborative Public Management New 

Strategies for Local Governments, Georgetown University Press. 2003.)。
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に分散しつつ、それぞれが１つのネットワーク
として活動している一方で、ネットワーク全体
という規模で見れば、ネットワークはその結節
点となっているアクターに接続65しており、そ
の影響を受ける状況にあることを想定してい
る。
　ゆえに、本稿では、このネットワーク構造の
中において、ネットワークはアクターレベル・
１ネットワークレベル・ネットワーク間レベル
の３レベルの構成であると考える。こう考える
ことによって、それぞれのレベルにおいてどの
ようなネットワークマネジメントの機能が必要
とされるか、また、それらはどのように異なっ
ているのかが浮かび上がってくるだろう（表

３）。
　アクターレベル及び１ネットワークレベルで
のネットワークマネジメントに関しては、前述
のキッカートらの議論が参考になる。図１との
関連で言うと、アクター D １、D ２、D ３は相
互にアクターレベルのネットワークマネジメン
トの手法を用いて調整を図っている。また、そ
の状況においても、アクター D １はネットワー
クDを１ネットワークレベルでマネジメントす
る役割にあるネットワークマネージャーの立場
にいると考えられ、アクター D ２及びD ３との
間の相互作用に働きかけることが可能である。
また、例えば、ネットワークAおいて、政府等
の公的組織がネットワークマネージャーである
必要性はない。それ以上に適するアクターがい

65  脚注62を参照。

 

 

ネットワークD

ネットワークC

ネットワークA

ネットワークB

アクターD3

アクターD2

アクターC2 アクターB1
アクターB2

アクターB3

アクターB4

アクターC3

アクターC4

アクターC1

アクターD1

アクターA3

アクターA2

アクターA1

図１　ネットワーク構造の概念図

（Koppenjan and Klijn, op.cit. p.68 and p.88.を参考に筆者作成。なお、矢印はアクター間の相互作用を表現している。）
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ればそのアクターが担うこととなる。
　アクターレベル及び１ネットワークレベルで
重要なことは、必ずしも政府組織がネットワー
クマネージャーとは限らないことである66。そ
れゆえ、１ネットワーク内の複数のアクターや
１つのネットワークというのは、アクター間の
相互マネジメントによって政府組織の直接的な
関与がなくとも分散的に機能していると考える
ことができるという意味において自律的であ
る。中心となる政府組織がネットワークに介入
して調整を行うのではなく、分散した個々の
ネットワーク内のアクターが自律的に相互調整
を行いつつも、さらにネットワークマネー
ジャー（公的機関ではない）がそのネットワー
クのアクターの行動やネットワークの構築をマ
ネジメントすることによって、そのネットワー
クの利益が実現されていくということである。
この考え方において、政府というアクターは他
のアクターの活動を絶対的にコントロールする
役割もなければその立場にいるわけでもない。
　次に、ネットワーク間レベルはどのように考
えればよいだろうか。

　まず、すでに明らかにしたように、個々のネッ
トワークは、自己のネットワークの利益のため
には活動しても、他のネットワークの利害まで
調整しようとはしない。しかし、ネットワーク
全体は、こうした他のネットワークには無関心
なネットワークの集まりであるものの、それら
のネットワークが公的資源（例えば、権限や予
算）を必要とするのならば、複数のネットワー
クにまたがって公的資源の調整を行うアクター
がいなければネットワークの集合は成り立たな
いだろう。つまり、様々な利益が相克するネッ
トワーク間のマネジメントを行うアクターが存
在して初めて、個々のネットワークの利益の表
出がネットワーク全体の利益、つまり、公共の
利益として調整されることにつながるのであ
る。
　上記の考察は抽象的、概念的なものであるが、
もう少し具体的なレベルでの研究成果もある。
アグラノフとマクガイア(Agranoff and McGuire)

は、アメリカの政策ネットワークの実証研究の
結果から、公的組織の中でも特に政府というの
はネットワークの中において法や予算を持つた

66  キッカートらのネットワークマネジメントの概念による。

対象とする主要な範囲 アクター間 １ネットワーク内 ネットワーク間

ネットワークマネジメ
ントの調整手法

アクターの選択的（非）
活性化
アクター間の相互作用の
促進
アクターのアレンジ
ファシリテーション
交渉や取引
仲介、調停、裁定

ネ ッ ト ワ ー ク の 選 択 的
（非）活性化
ネットワーク内のルール
の確立
資源の調達
規範や価値基準の確立
公共利益の表出
ネットワークの内部構造
とアクターの位置づけの
変更
アクターの繋がりの変更
アクターのアカウンタビ
リティーの確保

ネットワーク間の資源の
割り当て
ネットワーク間の規範や
価値基準のバランス取り
ネットワーク構造の安定
化
ネットワーク全体での公
共利益の確保
ネットワークのアカウン
タビリティーの確保

ネットワークマネージ
ャーの可能性

全アクター 全アクター 政府組織

表３　ネットワークマネジメントの３分類

（Kickert, Klijn, and Koppenjan op.cit. p.170. Kickert and Koppenjan op.cit. p.53.、真山達志、1994年、前掲論文、195ページを参照して
筆者作成。）
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め「 協 働 の 中 心(the center of collaborative 

transactions)」や「結節点(hub)」となっている67

と主張しているのである。
　上記のような研究成果や考察から言えること
は、アクター・１ネットワークレベルにおいて
は、政府等の公的組織でない

4 4 4

アクターが（ない
しはこれらが協力して）ネットワークをマネジ
メントする一方で、ネットワーク間レベルにお
いては、他のどのアクターでもなく政府組織が
ネットワークマネジメントを行っているのだと
考えることができる。

おわりに

　振り返れば、ローズは自己組織的ネットワー
クをガバナンス概念の基礎としていた。しかし、
本稿では、この考え方は例証に失敗しており、
また、概念的な限界を持つことから、批判の対
象としてきた。ゆえに、本稿では、自己組織的
ネットワークではなく、ネットワークマネジメ
ントをガバナンス概念の基礎とした、「ネット
ワークマネジメントとしてのガバナンス」を提
示したい。それは次の２つの側面から捉えるこ
とができる。

（１）統治の側面
　 　ガバナンスとは、ネットワークマネジメン

トを基礎とする統治の概念である。ガバナン
スは、一方的な押し付けではない、ネットワー
クのアクター間の行動の協力的相互調整と政
府組織によるネットワーク間の調整から成り
立つ統治形態である。

（２） ネットワークマネジメントのアウトカム
の側面

　 　ネットワークマネジメントは、多数のマネ
ジメント手法を用いて、アクターレベルでは
アクター間の行動や利益を、ネットワーク間
レベルではネットワーク間の利益を動的に調
整することである。ゆえに、この意味におい
て、ガバナンスとはネットワークマネジメン
トが生み出す新たな均衡点やアウトカムのこ
とである。そのため、ネットワークマネジメ
ントが機能し、その均衡点やアウトカムが変

化すれば、それに従ってガバナンスの様態も
変化する。

　このように構築されるネットワークマネジメ
ントとしてのガバナンス概念は、多数の「ガバ
ナンス」研究の中でも、特にネットワークとい
う概念を用いようとする場合において、見過す
ことのできない考え方68であろう。それゆえ、
今後も、この概念の精緻化と実証的な検討を通
じて発展させていくことが必要である。
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